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書　　　評

Ⅰ

2000年９月に８項目からなるミレニアム開発目標

（MDGs）が国連総会において採択されてからすで

に５年の月日が流れた。その第１目標「極度の貧困

と飢餓の撲滅」では「１日１人１ドル以下の生活を

営んでいる人口の比率を1990年から2015年にかけて

半減させること」という数値目標が設定されたが，

これは具体的には貧困人口比率を28パーセントから

14パーセントにすることである。では，そのために

はどうすればよいのだろうか。

今年１月になってようやく，ジェフリー・サック

ス率いる「国連ミレニアム ・ プロジェクト」（国連

事務総長の独立諮問機関）は，コフィ・アナン国連

事務総長に対し，報告書『開発に投資する──ミレ

ニアム開発目標達成のための実践的行動計画──』

（UN  Millennium  Project 2005）を提出し，今後と

るべき指針を示した。「貧困撲滅の動機が何であれ，

解決方法は同じだ。行動こそがすべてだ（All that 

needed is action）。」（同書 p.1）。この報告書に沿っ

たかたちで，７月のグレンイーグルズ ・ サミット，

９月の国連総会において先進国は action（ODA の

増加）の表明を求められ，また３月のパリ宣言では

援助がより効果的なものとなるよう具体的な措置が

提示されるなど，国際的な援助潮流はまたひとつ大

きな変化をみせはじめている。

こうした一連の動きを前に，国際開発学会設立15

周年記念の一環として企画されたシリーズ（注１）の，

記念すべき第１巻として出版されたのが本書である。

貧困削減研究がいわば一種のブームとなっているな

か，このテーマに少しでも関心のある者にとっては，

そのタイトルがさぞかし魅力的に映ったであろうこ

とは想像に難くない。「これまでの研究史を踏まえ

たスタンダードなテキストとすることを目指した」

（ｉページ）とあれば，なおさらである。それでは

さっそく中身をみていくことにしよう。

Ⅱ

本書の構成は以下のようになっている（「はしが

き」によると，第１章以下，２章ずつペアになるよ

う配置されているとのこと）。

序　章　貧困と開発──主要論点の整理──（絵

　　　　　所秀紀）

第１章　経済成長と貧困 ・ 雇用── Pro-Poor 

　　　　　 Growth 論の系譜──（山形辰史）

第２章　開発援助と貧困削減の経済学（澤田康幸）

第３章　農村の貧困と開発の課題（藤田幸一）

第４章　都市貧困と居住福祉（穂坂光彦）

第５章　貧困と教育（岡田亜弥）

第６章　ジェンダーと貧困（上山美香・黒崎卓）

第７章　マイクロ・ファイナンスの金融メカニズ

　　　　　ム（三重野文晴）

第８章　ソーシャル・キャピタル（坂田正三）

第９章　アフリカの貧困（平野克己）

第10章　「貧困と開発」からみた日本の経験（野

　　　　　上裕生）

序章は，国際社会にとって貧困問題の解決が最優

先の課題となっている現状を踏まえたうえで，開発

経済学の文脈のなかで「貧困と開発」をめぐる主要

論点を整理したものである。多岐にわたる中身のな

か，貧困プロジェクトの制度設計について特に細か

く解説している。そこでは，よく知られている３つ

の有効な手法として，マイクロ・クレジット（MC），

ソーシャル・キャピタル（SC），分権化を挙げてい

る。MC と SC については後段の章に詳細を譲りつ

つ，この章では分権化について市場自由化論者（世

界銀行）とグラスルーツ論者（フリードマン，チェ

絵所秀紀・穂坂光彦・野上裕生編著

『貧困と開発』（シリーズ国際

 開発第１巻）
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ンバース）による大局的な議論をとりあげ，分権化

の利点を説明する。もちろん利点だけではなく，分

権化による歪みが生じていることも指摘し，住民の

「参加」の意味をより広くとらえる必要性を指摘し，

筆を置いている。

第１章は，Pro-Poor Growth（貧困層に配慮した

成長）論の背景・系譜を検討したうえで，Pro-Poor 

Growth を達成するための経済成長戦略として輸出

向け労働集約的製造業に着目したものである。農業

部門を振興することによって成し遂げられる経済成

長が Pro-Poor であるのは自明だ，とする見解が支

配的ではあるが，途上国において一般的に農業の国

際競争力，雇用吸収力が高いかどうかは検討する余

地がある，と指摘する。そしてある程度の貧困削減

を成し遂げた東・東南アジアについて実証分析を行

い，その結果をもとに，労働集約的製造業品を輸出

することで貧困層の賃金や雇用機会を飛躍的に伸張

させる可能性がある，そしてこのパターンを他国に

も応用できるのではないか，としている。

第２章は，開発援助に経済成長を促進させる効果

があるのかどうか，実証分析を交えて解説したもの

である。まず，援助を借款と贈与とに分解して推計

し直したところ，贈与よりは借款のほうが経済成長

への寄与度が高いとみられる，つまり借款が成長へ

の強いインセンティブ効果をもつことを示唆してい

る，という先行研究とは異なる結論を示している。

次に，贈与はより直接的な貧困削減効果をもってい

るとみなされているが，その分析からは，多くの国

家において旧植民地などへの戦略的な配分が行われ

ていることが確認できる，とする。このことは世界

全体の貧困削減という目標からすると援助の配分が

効率的でない可能性があることを示している。また，

贈与が汚職の増加を誘引している可能性すらある，

と指摘している。

第３章は，まず農村貧困の背景にある要因につい

て，土地そして農業固有の特徴から説明した後，農

業・農村開発政策の代表的なものをとりあげ，それ

らが貧困緩和に果たす役割や限界を考察している。

具体的には「緑の革命」，農地改革，協同組合（農

村組織化），M C，そしてインフラ建設 ・ 社会セク

ターをとりあげており，なかでも「緑の革命」とイ

ンフラ投資については，それらの評価が不当に低い

ことを強調し，「緑の革命」が富裕層に独占され，

小農の貧窮化が進んだとする説は事実誤認である，

と切り捨て，それが「リカードの罠」を回避するう

えで大きな役割を果たしたと高く評価する。一方イ

ンフラ投資についても，特に MC と比較して過小

評価されていることを憂慮している。そして MC は

その本来の目的とされる生産・雇用効果よりもむし

ろ消費平準化効果やリスク軽減機能を果たしており，

極貧層には有効でない，とする。

第４章は，都市貧困の特徴である「居住貧困」に

焦点をあてる。これまでのスラム住宅地をめぐって

の技術的対応策ならびにその理論をとりあげた後，

現在の都市貧困削減論では，まず所得貧困偏重に対

する反省から，生活を確保する諸活動とその手段で

ある能力や資産からなる生計に注目するようになっ

たこと，次に人間を行為主体と考えるようになった

ことを解説する。そして住民の多様で有効な戦略を

育てつつ，マクロな政策で補完することが，都市貧

困削減の課題であるとまとめている。また，タイの

コミュニティ組織開発機構（CODI）をとりあげ，住

民のイニシアティブのもとでそのダイナミズムに適

応するように自らを変化させる柔軟な政府機関に注

目し，そこに今後の居住貧困削減に対する政策のひ

とつの理想型を見いだしている。今後の課題として

CODI にみられる相互主体的ダイナミズムの解明を

挙げて締めくくっている。

第５章は，貧困層の教育機会拡大に関する課題を

検討したサーベイ論文である。貧困と教育の双方向

の因果関係が生起する諸メカニズムについて，既存

の理論的・実証的研究を通して多面的に考察してい

る。教育の直接的な効果だけでなく，間接的な影響

（教育の外部性）についても注意をうながし，特に

女子教育水準の向上が出生率を低下させ，家族の栄

養改善をもたらし，また，子供の教育にも正の影響

を与える，と紹介する。そのうえで政策的提言とし

ては，貧困層（とりわけ女子）の中等教育機会の拡

大が，当面の貧困削減には極めて効果的である，と

述べている。
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第６章は，家計内資源配分モデルを参考に貧困研

究のなかでのジェンダーの位置づけを整理するとと

もに，実際にデータを用いてジェンダー格差を検討

している。まず単一家計モデルと集合体モデルとを

説明し，そのどちらが支持されるかによって，得ら

れるインプリケーションが異なる，つまり必要な政

策が異なってくることを紹介する。次に，センによ

って広く知られるようになった「喪われた女性」を

計算する際に用いられたのと同じ手法をもとに，乳

児・幼児死亡率，栄養失調率，教育水準を国際的に

比較し，特に南アジアにおいてジェンダー格差が深

刻であることを確認する。興味深いのは，基準とし

てのサブサハラ・アフリカ（以下アフリカ）の女性

－男性比率が悪化している，という指摘であろう。

第７章は，貧困削減の手段として大きな注目を集

めているマイクロ・ファイナンス（MF）について，

特に MF が機能するメカニズムの問題に焦点をあて

て，その分野の研究の広がりを紹介したものである。

まず，MF を国の金融システム全体の発展経路のな

かにどのように位置づけるのか，という点について

の議論が不十分である，としたうえで，MF は近代

的金融の浸透過程として理解できるのではないか，

と提示する。次に，（第３章にもみられるように）

MF は万能薬ではなく，農村経済において成功する

理由については解明途上である，と指摘し，ＭＦの

成功が，実は単にその活動の外側の環境に依存して

いる可能性がある，つまり農村の経済構造やその変

容が MF のパフォーマンスを大きく規定している可

能性がある，とする。

第８章は，近年目にする機会が急速に増えたソー

シャル・キャピタル（SC：社会的なネットワークや

信頼関係などをその社会の発展のために使われる

「資本」としてとらえる考え方）をとりあげ，貧困

削減に SC がどのように貢献できるか，という観点

からサーベイした論文である。世界銀行，イギリス

国際開発省，OECD そして JICA での議論を確認し

たうえで，それらの議論は各機関の政策意図に基づ

いた解釈・期待を反映して形成されたものとみるべ

きであり，その過度の期待が，SC の負の側面（他

者の排除など）を覆い隠すことになりかねない，と

懸念をあらわす。

第９章は，「アフリカ的貧困」に焦点をあてたも

のである。アフリカでは，労働力の大半が農業従事

者であり，農業部門の基軸が食糧生産にありながら，

その生産性が逓減している，つまり，古典派経済学

が想定していた農業生産の収穫逓減性（リカードの

罠）に陥っている，と指摘する。その結果として，

１人当たり所得が減少して貧困化が進行しており，

筆者はこれを「アフリカ的貧困」と定義する。そし

て，アフリカは基本財たる食糧の生産増をもたらす

よう，農業の生産性向上につとめるべきであり，そ

れによってしかアフリカ的貧困に陥った３億の人々

を救えない，と断言する。

第10章は，貧困削減に向けた開発戦略という視点

から日本の歴史的経験の意味を考えたものである。

経済成長が貧困削減に貢献できる基本的な経路とし

て，（1）経済発展によるもの，（2）公共政策による

直接的な生活支援と再分配，の２つを挙げ，整理し

ている。そして，日本の経験をドレーズ = センが

示すように，経済成長を媒介にして雇用形成を行い，

生活保障を実現できたケースと位置づけられる，と

する。その一方で，1870年代の日本と先進国との格

差よりも1960年代の途上国と先進国との格差は遙か

に大きかったのであり，現在の途上国にとっては，

技術吸収を実現できる条件，すなわち社会的能力が

より一層重要な発展要因となっている，としている。

Ⅲ

以上の広範囲にわたる内容すべてにコメントする

ことはもとより困難なことであるため，ここでは評

者の関心をひいた箇所について３点，簡単に感想な

どを述べたい。

まず，本書を通じて MF（なかでも MC）をあた

かも万能薬であるかのように推し進めることに対す

る研究者からの強い懸念が表明されていることが強

く印象に残る。藤田論文（第３章）は，MC には生

産・雇用効果よりも，より広義の MF が主に狙いと

している消費平準化効果やリスク軽減機能を期待す

べき，と主張するが，三重野論文（第７章）によれ
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ば MF の成功すら，その活動の外側に依存している

可能性がある，という。現実には多くの機関によっ

て MF（MC）が推奨されているにもかかわらず，

MF に確かに貧困削減効果があり，また費用対効果

でみた場合に他の介入方法よりも優れている，と明

示した研究が今日においてすらないのは，大きな問

題である［伊藤 2004］。こうしたことから，MF（MC）

についてはさらなる実証研究の進展のために，良

質なデータ収集が必要であることを痛感させられた。

次に本書を通じて浮かびあがってくるのは，貧困

削減政策のために，限られた資源を主に農業振興に

注ぐべきなのか，それとも輸出向け労働集約的製造

業に注ぐべきなのか，という興味深い論点であろう。

前者は，農業生産性向上がなければアフリカ的貧困

は解消されない，とする平野論文（第９章）を筆頭に，

藤田論文（第３章）からも，農業技術の向上に対して

限られた資源を注ぐべき，とする政策が導かれるこ

とになる。また野上論文（第10章）においても，農業

での雇用吸収を行うことは重要な貧困削減戦略であ

る，とする論文を紹介している。対して山形論文（第

１章）は，農業の雇用吸収力が高いかどうかは検討

する余地があるとし，東アジアで典型的にみられた

ように，輸出向けの労働集約的製造業に資源を注ぐ

という政策もありうるのではないか，と提言している。

ここで両者の意見を整理するために理論面に目を

向けると，２国間，農業・工業２部門，繊維・穀物

の２財，そして地主・土地なし労働者（貧困層）の

２階級からなる一般均衡モデルからは，（1）貧困層

の厚生改善（賃金上昇）に必要なのは，（労働集約

的もしくは中立的な）農業生産性を高めることであ

る，（2）貿易が貧困層の厚生改善に貢献するのは，貿

易に伴って工業生産性の（相対的に高い）上昇が起

きる場合に限られる，という２つのインプリケーショ

ンが導きだされる［Eswaran  and  Kotwal 1993］。

この比較静学分析からは，平野論文他が（1）を重

視したものであり，山形論文は（2）の可能性につ

いて指摘したもの，と整理できるだろう（注２）。

実証面からは，東アジア（東南アジアを含む）で

は「緑の革命」などを通じて農業生産性の著しい上

昇がみられたことが確認できるため，山形論文に対

しては，輸出向け労働集約的製造業による雇用促進

はこうした前提条件によって可能だったのではない

か，もしくはよりスムーズに進んだのではないか，

との批判がありえよう。また，東アジアの経験を考

慮する場合には，国際分業に取り込まれていったこ

とも見過ごせない。この過程で日本が欧米よりも自

由主義的であった（アジア域内貿易は自由貿易的で

あった）ことの重要性が指摘されており［杉原 

2003］，労働集約的製造業を促進する際の適応可能

性（国際環境）についても考慮すべきではないだろ

うか。その一方で，アフリカに関しては，その閉鎖

経済指向的な政策が経済成長率を途上国平均から大

きく引き下げているとされ［Sachs  and  Warner 

1997］，また，近年の研究成果からは，地理学的要

因による低い経済成長という側面にも注目が集まっ

ている（注３）。確かにアフリカにおいては農業生産性

が低い点は大きな問題であり，報告書『開発に投資

する』においても，アフリカのためにわざわざ１章

を設けたうえで，21st  Century  African  Green 

Revolution の必要性を述べている。しかしその章

に列挙されているリストの筆頭には，道路などのイ

ンフラ整備によって（内陸国の）人々を市場にアク

セスしやすくする必要性が挙げられている。このこ

とからうかがえるように，アフリカの抱えている問

題は農業だけではない。平野論文においては，この

ような地理的な違いにより発展する可能性が異なり

うること（沿岸国はより容易に輸出指向型工業政策

をとりやすいだろう）や，貿易政策の違いによる経

済成長率の違いについて全く触れられていないため，

読者に偏った印象を与えかねないのではないか，と

危惧される。

最後に，MDGs が本格的に始動しはじめたのと歩

調を合わせる格好で，本書が出版された意義を評価

したい。アナン国連事務総長は常任理事国入りを目

指す先進国に対し，2015年までに ODA 総額を対

GNI 比0.7パーセントにするよう勧告している。こ

れは従来の要求に沿うだけでなく，『開発に投資す

る』においても必要と推計された割合である（注４）。

それに対応するように日本政府は４月のアジア・ア

フリカ首脳会議や９月の国連総会において，アフリ
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カ向け ODA を３年で倍増させる方針を表明してい

る。日本国内ではまだまだ MDGs に対する人々の

認識が低いなか，MDGs が常任理事国入りをめぐ

ってのカードとして，その本来の目的とは別の次元

で一人歩きしはじめ，日本は否応なくその流れに受

動的に巻き込まれている気がしてならない。日本は

アジアにおける援助の経験をもとに，M D G s に対

してもっと積極的な関わり方ができるはずである。

そのために，国内ではより多くの人々を巻き込んだ

幅広い議論が必要であるし，また国際的な援助潮流

に対して日本から発信していくことも必要である。

そうした議論の材料提供・発信という観点から，本

書が果たしうる役割は大きいであろう。例えば澤田

論文（第２章）は，借款が経済成長率向上へとつな

がる，より効率的な投資や政策介入への強いインセ

ンティブ効果をもつ可能性がある，との実証分析結

果を報告しているが，この点ひとつとっても，円借

款を通じた日本のアジアでの援助の経験が M D G s

の成功に大きく貢献できることを示しているだろ

う。

報告書『開発に投資する』と時を同じくしてジェ

フリー・サックスは“The End of Poverty: Econom- 

ic Possibilities for Our Time”を出版し，「我々の世代

で貧困を過去のものにする」ことを高らかに宣言し

た［Sachs 2005］（注５）。その目的を達成するためには，

今後も本書にみられるような地道な研究が必要であ

る。本書が貧困削減ならびにその研究の充実に大き

く貢献することを期待しつつ筆を置くことにしたい。

 

（注１）第２巻「環境と開発」，第３巻「生活と開

発」，第４巻「日本の国際開発協力」，第５巻「国際開

発とグローバリゼーション」。

（注２） 同じような枠組みで動学モデルによって分

析したものとしては Matsuyama（1992）がある。

（注３） Sala-i-Martin,  Doppelhofer  and  Miller

（2004）は，熱帯に含まれている面積割合やマラリア

指数が経済成長と負の関係に，また沿岸の人口密度が

正の関係にある，との研究成果を報告している。

同様な研究としては Bloom and Sachs（1998）がある。

（注４） MDGs のみの達成には GNI 比0.54パーセント

が必要とされる［UN Millennium Project 2005, 252］。

（注５） Time 誌2005年３月14日号に抄録が掲載され

ている。
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